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地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により、市長から平成３０年度包

括外部監査の結果に基づく措置状況の通知があったので、次のとおり公表する。 

令和３年（2021 年）１０月２６日 

越谷市監査委員  井 上 茂 平 

越谷市監査委員  利根川 敏 彦 

越谷市監査委員 小 林 豊代子 

越谷市監査委員 細 川   威 



平成３０年度包括外部監査結果に基づき講じた措置状況 

○令和３年（2021 年）７月１日現在 

１.包括外部監査契約期間 平成３０年４月１日から平成３1年３月３１日まで 

２.越谷市包括外部監査人 長田 慶洋（公認会計士） 

３.特定の事件（テーマ）名 「子育て支援施策に関する財務事務の執行及び事業の管理について」 

４.監査対象課 子ども家庭部 子育て支援課、子ども育成課、青少年課 

児童発達支援センター、公立保育所 18 ヵ所、学童保育室 48 室 

児童館 2 館(コスモス、ヒマワリ) 

５.監査結果での指摘件数 ２８件（監査の結果：１０件 意見：１８件） 

６.指摘事項と講じた措置状況 表のとおり 

７.備考 令和３年度機構改革により、子育て支援課及び子ども育成課の２課は子ども施

策推進課、子ども福祉課、保育入所課、保育施設課の４課に再編しています。 

（１）表中の凡例 

 頁▶【平成３０年度 越谷市包括外部監査報告書】の中で包括外部監査人が指摘した内容が記述されているページ数 

（２）表の【指摘の区分】欄に掲げた用語の意味 

 監査の結果 ▶ 包括外部監査の結果を示したもの 

 意 見  ▶ 監査の結果に基づいて市の組織及び運営の合理化に資するために添えられた意見 

（３）表の【措置の状況】欄に掲げた用語の意味 

 改 善 済 ▶ 包括外部監査人から指摘された内容に沿うよう改めたもの又は改めたと見なせるもの 

 改 善 中 ▶ 包括外部監査人から指摘された内容に沿うよう改めている途中のもの 

 検 討 中 ▶ 包括外部監査人から指摘された内容について検討中のもの 

 現状維持 ▶ 包括外部監査人から指摘された内容について現状のままとしたもの 

※今回、新たに措置を講じた指摘事項には背景色を変えて表しております。

全体版 
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「監査の結果」に対する措置一覧  

1．公立保育所 

所管課：子ども育成課（現：保育施設課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況

1 P29 （3）① 公立保

育所の施設別コ

スト管理 

【監査の結果 1】

公立保育所に

おける施設間

のコスト比

較・検証 

各公立保育所による運営の効率化に向

けた継続的な努力により、公立保育所全体

の運営を効率化できる。公立保育所を効率

的に運営するには、公立保育所全体でのコ

スト管理に加え、施設別のコスト管理も重

要である。公共施設マネジメントシステム

を活用し、施設間のコストを比較し、検証

をするべきである。 

公共施設マネジメントシステムの

データに基づき、暦年の修繕経費の

割合や累積額などを踏まえたイニシ

ャル面のコスト、人件費や光熱水費

等のランニング面のコストについ

て、経年比較、施設別のコスト管理

を行うとともに、施設の維持管理、

今後の改修並びに建替えに向けた判

断材料とするなど、計画的かつ効率

的な施設管理計画等に活用していま

す。 

改善済
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No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況

2 P39 （3）③ 公立保

育所の職員状況

（配置基準、労

働時間管理） 

【監査の結果 2】

公立保育所職

員の時間外労

働時間管理 

公立保育所の正規職員は、本庁勤務の越

谷市職員と同様に、庶務事務システムへの

入力によって、時間外勤務時間を含めた出

退勤時間の管理がなされているが、出退勤

時間を人手によって記録する方法及び上

長による確認だけでは、時間記録のミスや

改ざんなどが発生するおそれがある。 

保育士の過重労働問題は全国的に指摘

されており、保育士の労働条件は、児童の

保育環境に大きく影響することから、タイ

ムカードなどの出退勤時間を記録する機

器を導入し、特に時間外労働時間について

はより正確かつ客観的に管理する必要が

ある。 

 タイムカードの導入による出退勤

時間の管理については、全庁的な職

員との兼ね合いなどから、庁内の労

務管理等を管轄する総務部等と連携

して検討してまいります。 

 保育士の労働環境に配慮するた

め、所長による管理を継続してまい

ります。 

現状 

維持 

3 P42 （3）⑦ 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結果 3】

備品の現物確

認 

保育所では、監査委員の定期監査以外で

は、年に１回固定資産の現物と台帳を照合

するルールであるが、照合に不備があり、

台帳の記載と現物が一致していない保育

所があった。備品台帳に記載された備品と

現物は一致させる必要があるため、定期的

な備品の棚卸を徹底させるべきである。 

台帳と現物の照合を行うよう指示

し、各保育所において棚卸を徹底さ

せています。 

改善済
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No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況

4 P43 （3）⑦ 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結果 4】

備品の除却処

理 

備品台帳に記載されている資産で現物

が存在しない場合には、資産除却手続きを

行う必要がある。 

 今後、点検及び台帳照合するなか

で、存在しない備品や使用不可等不

要な備品がある場合は、資産除却手

続きを行ってまいります。 

改善済

2．私立保育所等運営改善費補助金 

所管課：子ども育成課（現：保育入所課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

5 P48 （3）① 補助対

象経費の実支出

額 

【監査の結果 5】

要綱上での補

助対象経費や

使途の明確化 

私立保育所等運営改善費補助金につい

て、現状では、要綱上で補助対象経費や使

途が明確に記載されていない。対象経費の

範囲や金額を明確にし、具体的な交付目的

や補助金の使途が特定されるように要綱

上で記載する必要がある。 

 要綱において、補助対象経費や使

途を明確化し、令和３年度中の改定

に向けて調整を行っています。 
検討中
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8．学童保育室 

所管課：青少年課

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

6 P89 （3）③ 学童保

育室は概ね 40

人以下を一つの

グループとされ

ているか 

【監査の結果 6】

学童保育室の

定員 

「基準を定める条例」第 10 条第 4 項に

よれば、「児童の保育については概ね 40 人

以下を一つのグループとして保育に当た

らなくてはならない。」とされている。市

では、一つのグループ（支援の単位）の児

童数についても、弾力化定員同様に、児童

の出席率を考慮している。平成 29 年度延

利用者数の月次平均数をもとにした支援

単位 40 人基準を守る対策として、4つの学

童保育室が、パーテーションで区切る等の

対策をしているが、それ以外はパーテーシ

ョンの仕切はなく、班編成によるのみであ

る。埼玉県放課後児童クラブガイドライン

では、一つのクラブを複数の支援単位に分

ける場合は、支援の単位ごとに活動を行う

場所が特定できるよう壁やパーテーショ

ンで区切るよう努めることが要請されて

いる。「基準を定める条例」第10条 4項 一

の支援の単位を構成する児童の数を概ね

40 人以下とするには、壁やパーテーション

で区切る必要がある。 

 学童保育室は、毎年施設整備を行

っており、令和元年度に整備した大

沢学童保育室、令和２年度に整備し

た大袋北学童保育室では、一つの支

援単位が概ね 40 人以下となるよう

に整備を実施しました。 

今後も、施設整備と併せ、簡易間

仕切りの設置や転用可能教室の活用

などを検討し、改善を進めてまいり

ます。 

改善済
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9．保育ステーション事業 

所管課：子ども育成課（現：子ども施策推進課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

7 P97 （3）② 委託料

の積算方法が適

切であるか 

【監査の結果 7】

委託料の積算

方法 

現在の見積書では、委託料の積算項目が

妥当なのか確認が困難である。見積書上の

委託料は、毎年の予算計上可能額に関わら

ず、事業で実際に発生する費用項目を積算

する方法で算定する必要がある。積算項目

と決算書の勘定科目を一致させるなど、委

託料の積算方法を検証ができる様式で見

積書を受領すべきである。 

 見積書の様式を、平成 31（令和元）

年度予算作成時から、社会福祉法人

会計基準に基づいた勘定科目を採用

した様式に変更しました。 
改善済

13．児童館 

所管課：青少年課

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 
状況

8 P126 （3）① 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結果 8】

備品の現物確

認 

児童館では、監査委員の定期監査以外で

は、定期的に固定資産の現物と台帳の照合

を行っていない。備品台帳に記載された備

品と現物は一致させる必要があるため、定

期的に備品の現物と台帳を照合するべき

である。 

 児童館の備品管理について、１年

に１回現物と備品台帳の照合を行っ

てまいります。 
改善済

9 P126 （3）① 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結果 9】

備品の除却処

理 

備品台帳に記載されている資産で現物

が存在しない場合には、資産除却手続きを

行う必要がある。 

 今後、点検及び台帳照合するなか

で、存在しない備品や使用不可等不

要な備品がある場合は、資産除却手

続きを行ってまいります。 

改善済
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14．固定資産 

所管課：子ども育成課（現：保育施設課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

10 P132 （3）③ 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【監査の結果 10】

「備品管理の

手引き）」にお

ける棚卸の記

載 

現物と台帳が整合しない原因に、全庁的

に参照される「備品管理の手引き（平成 29

年 3 月 17 日）」において、備品の棚卸を実

施すべき旨の記載がないことが挙げられ

る。総務省資料「資産評価及び固定資産台

帳整備の手引き」では、台帳上で固定資産

を網羅的に管理するためには資産の棚卸

が重要である旨が記載されている。この手

引きを参考に「備品管理の手引き」でも、

棚卸実施について定めるべきである。 

 「備品管理の手引き（令和元年７

月１６日改定）」の、第３章：備品の

管理１．保管・整理に、各課所は、

年度中、定期的に棚卸と台帳との突

合を行うなど、・・・適正な管理をお

願いします。との記載がされており、

備品の棚卸を実施すべき旨の記載が

なされています。 

改善済
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「意見」に対する措置一覧 

1．公立保育所
所管課：子ども育成課（現：保育施設課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

11 P40 （3）⑤ 公立保

育所の施設及び

児童の安全管理

【意見 1】 

建物設備の修

繕と老朽化施

設建替え計画

の検討 

財政上の制約はあるが、児童の安全確保

の観点から、建物設備定期点検の結果や保

育所からの要望に基づく修繕は、漏れなく

確実に実行する必要がある。また、老朽化

施設については、部分的な修繕だけではな

く、施設の建替え計画についても適時適切

に検討していく必要がある。 

 公共施設マネジメントシステムの

データ活用によるコスト比較、検証

と併せて、保育所からの施設設備に

関する要望等を踏まえ、維持管理及

び更新計画を立てています。 

なお、老朽化施設の建替えについ

ては、RC 造２階建ての保育所（蒲生、

大沢第一、中央）を優先して実施し

ていくこととしており、実施に向け

調整を行っています。 

改善済

12 P40 （3）⑤ 公立保

育所の施設及び

児童の安全管理

【意見 2】 

遊具の維持管

理における有

資格者の活用 

現状有効に機能している職員による自

己点検を今後も維持しつつも遊具点検に

関する専門業者による定期点検の導入を

検討することが望ましい。 

 専門的知見を有する者による点検

を順次実施します。 

改善済
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所管課：子ども育成課（現：保育入所課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

13 P42 （3）⑥ 特別支

援保育（障がい

等の配慮が必要

な子への保育）

の実施状況 

【意見 3】 

私立保育園の

保育士等によ

る特別支援保

育実習 

特別支援保育は、その対象と思われる児

童や、希望する保護者が増えている状況で

ある。様々な取り組みにより私立保育園等

での更なる特別支援保育の拡充を図るこ

とが市内の保育ニーズに応えることにな

る。市内私立保育園の特別支援児受入を増

やす方法として、私立保育園の保育士によ

る特別支援保育実習を行っている自治体

もある。越谷市においても、私立保育園の

保育士等が特別支援保育実習を受けられ

るよう、公立保育所による支援を検討する

ことが望ましい。 

 公立保育所長経験者により、各園

への巡回支援の際や、窓口及び電話

による相談に応じる体制を構築して

対応しているほか、電子データを作

成・公開したリモート研修を実施し、

公立保育所における特別支援保育に

関するノウハウを私立保育園の保育

士等に提供しています。 

今後も、継続的にノウハウの提供

を行っていくとともに、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大が収束す

れば実習を行うことも考えていま

す。 

改善済



9 

5．子ども・子育て支援給付費
所管課：子ども育成課（現：保育入所課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

14 P65 （3）② 給付費

計算に過誤が生

じたときの対応

について 

【意見 4】 

子ども･子育て

支援給付費の

給付先施設へ

のモニタリン

グ 

子ども育成課では、所定の様式による書

面の提示により、子ども・子育て支援給付

費の支給要件を確認しているが、現地で実

際に利用されている書類までは入手して

いない。シフト表など実務で使用される書

類によれば、支給要件を満たしているか実

態の確認が可能となる。必要に応じて行っ

ている現場確認の際に、牽制の意味から

も、申請のうち一定数について抜き打ちで

シフト表などを入手し、支給要件を満たし

ているか実態を確認することが望ましい。

保育時間中の数時間を抜き出し、

時間帯別に保育士配置状況が確認で

きるよう、事業者に対してシフト表

等の原本の写しの提出を求めており

ます。 

また、施設及び事業所の認可・確

認を所管する担当と施設への指導監

査を行う部署とも連携し、日々の施

設運営に対する指導を行っていま

す。 

改善済

6．病児保育事業
所管課：子ども育成課（現：子ども施策推進課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

15 P69 (3)② 委託料

の検証を適切に

実施しているか

【意見 5】 

病児保育室委

託先法人の委

託料の検証 

委託料の金額の妥当性を検証するため

には、実際の事業の実施に要した費用を把

握することが重要であり、上述の現況報告

に添付された決算書等を活用し、必要に応

じて契約金額と決算額を費目毎に検証す

ることが望ましい。 

 令和元年度の委託契約分から、委

託先に対して、完了報告と併せて決

算書等の書類の提出を求めてまいり

ます。 
改善済
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No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

16 P71 （3）③(ウ) 周

辺自治体の病児

保育室整備状況

【意見 6】 

病児保育事業

の拡充 

現状では、市南部のみずべこどもの家保

育園内の１か所で、ここを市北部の市民も

利用している。極端な量的不足は生じてい

ないと思われるが、北部住の市民にとって

利便性は良くない。市内の子育て世帯の利

便性向上を図るために具体的な検討が必

要である。 

 令和３年(2021 年)４月１日より、

北越谷地区に市内２か所目となる病

児保育室（名称：越谷市北越谷病児

保育室）を開設しました。 改善済
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8．学童保育室
所管課：青少年課

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

17 P87 （3）② 利用児

童 1 人あたりの

保育専用スペー

スが十分に確保

されているか 

【意見 7】 

学童保育室の1

人あたり面積 

1 日の平均出席者数によると児童 1 人あ

たり面積は全ての学童保育室で基準の

1.65 ㎡を上回っている。しかし、定員ベー

スによる分析は、1.65 ㎡以上が 11 室、1.65

㎡未満が 37 室である。生活空間の広さは

学童が学童保育室で過ごす際の快適さに

大きく影響する。学童の生活環境の観点か

らは、今後更なる改善を検討する余地があ

る。「基準を定める条例」第 4 条は、放課

後児童健全育成事業者に最低基準を超え

て、常に、その設備及び運営を向上させる

ことを要請している。学童の生活環境をよ

り一層向上させるために、待機児童対策の

要請はあるが、可能な範囲で基準定員によ

り運用する学童保育室を増やす取り組み

が望まれる。 

 学童保育室のニーズは年々増加傾

向にあるため、待機児童対策として

出席率を考慮した弾力的な運用を行

っております。 

ただし、基準定員による運用を行

う学童保育室を増やす取組は必要で

あると認識しており、学童保育室の

整備計画の立案に当たっては、基準

定員で保育ニーズを満たす方針とし

ています。 

令和元年度に整備した大沢学童保

育室、令和２年度に整備した大袋北

学童保育室では、基準定員による運

営を想定した整備を実施しました。

今後も毎年実施する施設整備にお

いて、改善を進めてまいります。 

改善済



12 

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

18 P91 （3）⑤ 未就学

児が学童保育室

を利用する際

に、従来の保育

環境と比べて大

きな負担がかか

っていないか 

【意見 8】 

学童保育室の

延長保育 

公立保育所では朝の延長保育が午前7時

から実施されているが、学童保育室では休

校日の開室時間は午前8時からになってい

る。児童の就学前と後で保護者の勤務形態

が変わらないとすれば、利用者にとって

は、保育所の延長保育開始時間と学童保育

室の開室時間が一致しているほうが利便

性は高い。休校日における学童保育室の開

室時間を午前7時に近づける変更ができな

いか検討するべきである。 

 学校休業日における学童保育室の

開室時間の繰上げを求める声が高ま

っていることから、学校休業日（春

季・夏季・冬季・学年末休業日）の

開室時間を午前8時から午前7時 30

分へ変更しています。 

 今後も、利用者の利便性を高める

運用の見直しを進めてまいります。

改善済

19 P91 （3）⑥ 委託先

の評価は適切に

行われているか

【意見 9】 

学童保育室委

託先法人の委

託料の検証 

委託料の金額の妥当性を検証するため

には、実際の事業の実施に要した費用を把

握することが重要であり、委託先の決算書

等を入手し、必要に応じて契約金額と決算

額を費目毎に検証することが望ましい。 

 令和元年度の委託契約分から、委

託先に対して、完了報告と併せて決

算書等の書類の提出を求めてまいり

ます。 
改善済
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9．保育ステーション事業
所管課：子ども育成課（現：子ども施策推進課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

20 P96 （3）① 委託先

の選定が適切に

行われているか

【意見 10】 

長期にわたる

同一事業者と

の契約におけ

る事業者の定

期的な検証 

保育ステーション事業は長期間にわた

り 1社の随意契約であるが、適正な質を確

保したうえでの長期安定的な運営を考え

ると、複数年にわたり同一事業者と契約し

ていること自体に問題はない。しかし、同

一事業者との契約が長期間にわたると、馴

れ合いが生じ、サービス向上やコスト削減

が図られない等のデメリットが生じるこ

とも一般的に指摘される。 

 そのため、現在の委託先である社会福祉

法人が、事業の実施基準に適合しているか

を定期的に検証するべきである。 

 平成 31（令和元）年度委託契約の

仕様書において、「市で実施するモニ

タリング測定に協力すること。なお、

モニタリングの方法については別途

協議すること。」という文言を追加

し、検証ができるようにしました。
改善済

21 P98 （3）③ 委託先

法人の委託料の

検討 

【意見 11】 

保育ステーシ

ョン委託先法

人の委託料の

検討 

委託料の金額の妥当性を検証するため

には、実際の事業の実施に要した費用を把

握することが重要であり、上述の現況報告

に添付された決算書等を活用し、必要に応

じて契約金額と決算額を費目毎に検証す

ることが望ましい。 

契約金額の見積書の様式を変更

し、社会福祉法人会計基準に基づい

た勘定科目を用いたことにより、社

会福祉法人決算書等との比較が容易

になりました。今後とも、予算作成

時には、当該決算報告に基づき検証

を行います。 

改善済



14 

10．児童発達支援センター
所管課：子育て支援課（現：子ども福祉課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

22 P108 （3）② 児童発

達支援センター

の地域における

中核的な療育施

設としての役割

について検討す

る 

【意見 12】 

障がい児保育

や療養分野に

おける専門性

の地域への還

元 

障がい児保育の対象児童や保護者のニ

ーズに応えるには、児童や保護者により身

近な地域の保育士等による専門知識の向

上も重要と考える。児童発達支援センター

には地域の障がい児やその家族への相談、

障がい児を預かる施設への援助・助言を通

じて得た専門知識が集約されており、地域

の中核的な療育施設の役割を担っている。

この施設の専門性を一層地域に還元する

為に、専門職による保育所等への研修講師

派遣等の回数を増やすとともに、対象を拡

大することが望まれる。 

 毎年 11 月に実施しているセンタ

ー職員及び公立保育所職員対象のセ

ンター主催の研修について、対象を

拡大し民間保育園職員にも周知し参

加いただきました。また、学童保育

指導員研修会や埼玉県発達障害総合

支援センター主催の研修へ職員を講

師として積極的に派遣いたしまし

た。さらに、障がい児が通う保育所

等に専門職が訪問し、集団生活適応

のための専門的な支援を行う、保育

所等訪問支援事業の実施に向け関係

課と調整する等準備を進めました。

改善済



15 

11．障がい児支援事業
所管課：子育て支援課（現：子ども福祉課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 
状況 

23 P116 （3）③ 給付費

増加に対する対

応が行われてい

るか 

【意見 13】 

給付費の急増

について 

現在、国の政策もあり、障がい児支援事

業においては、毎年給付費が急増してい

る。平成 25 年度に比べて平成 29 年度は、

介護給付費が約1.5倍、通所給付費は約2.3

倍となっている。予算の制約もあることか

ら、今後は障がい児の個々に応じた適切な

サービスについて十分に検討をしていく

ことが望まれる。 

 障がい児の施設等が整備され、サ

ービスを必要としている障がい児に

対して適切な支援ができるようにな

り、介護者の負担も軽減されました。

サービス利用の認定については、引

き続き適正に行ってまいります。ま

た、事業所の指定等が越谷市に移譲

されため、事業所指導に努めてまい

ります。 

現状 

維持 

13．児童館
所管課：青少年課

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 
状況 

24 P125 （3）① 備品を

含む固定資産管

理は適切である

か 

【意見 14】 

展示品に関す

る中長期投資

計画の策定 

維持管理費や修繕費用も相当程度発生

することを鑑み、廃棄することも選択肢の

一つとして中長期的な投資計画を策定し、

検討すべきであると考える。例えば、展示

品の利用度分析やアンケート調査によっ

て展示品の需要を調査し、中長期的な将来

計画を策定したうえで、取替更新するか、

廃棄すべきか、修理すべきか、経済合理性

を検討した上で意思決定することが望ま

しい。 

 展示品については、その目的や内

容から長期の使用を見込んでおりま

すが、ご指摘の趣旨を踏まえ、修繕

費や新調費用のコストバランスなど

を考慮し、今後も適切な運用管理を

行ってまいります。 

現状 

維持 



16 

14．固定資産
所管課：子ども育成課（現：保育施設課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

25 P131 （3）② 施設の

耐震化対策は実

施されているか

【意見 15】 

12 保育所の耐

震診断 

昭和 56 年 6 月以前に建設された保育所

は、この耐震診断が未実施の状態となって

いる。公立保育所で昭和 56 年以前に建設

された保育所は 12 施設あり、全体の 66.6%

程である。耐震基準を満たしているか確認

できていない 12 施設について、早急に耐

震性能について確認すべきである。 

 昭和 56 年以前に建設された保育

所については、順次建て替えを行っ

ていく方針でＲＣ造２階建ての保育

所を優先して実施していくこととし

て、実施に向け調整を行っています。

そのなかで１ヵ所建替えが完了し、

令和３年４月１日に開所しました。

 ご指摘の趣旨を踏まえ、耐震性未

確認の 11 施設についても、公共施設

等総合管理計画アクションプラン策

定後の個別計画の中で耐震化等を順

次検討してまいります。 

改善済
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18．子育て支援事業
所管課：子育て支援課（現：子ども施策推進課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

26 P157 （3）③ 業務委

託先に対して、

適切に事業を評

価しているか 

【意見 16】 

業務委託先に

対する適切な

事業の評価 

市は子育てサロン事業やファミリー・サ

ポート・センター事業の業務委託先につい

て、書面により報告を受けているが、現地

調査までは実施していない。 

 業務委託契約約款の第４条には、「発注

者は、必要があると認めるときは、受注者

に対して業務の処理状況につき調査し、又

は報告することができる。」と規定されて

いる。特段の問題が発生していないため、

市による現地調査はなされてない。しか

し、随意契約で 5年以上業務を委託してい

る業者もあるため、業務が適正に行われて

いるか、現地調査する意義は大きいと考え

られる。書面報告のみだと現場の実態を理

解できず市民の要望に添った運営を委託

先に指示監督できない可能性もある。ま

た、委託先のモニタリングの形骸化を防ぐ

ため、現地調査の実施を検討することが望

まれる。 

 子育てサロン事業やファミリー・

サポート・センター事業の業務委託

先の現地調査を実施しました。 

 今後も書面報告と合わせて、現地

調査を行い適正な運営が行われてい

るか確認を行ってまいります。 

改善済
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22．情報公開
所管課：福祉指導監査課（現：福祉総務課）

No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

27 P166 （1）③ 社会福

祉法人計算書類

等の市ホームペ

ージ上の開示 

【意見 17】 

社会福祉法人

計算書類等に

関する情報開

示の充実 

保育施設の事業内容や財務状況は施設

の利用者のみならず、広く市民の関心が高

い情報であるが、通常の市民には独立行政

法人福祉医療機構のホームページは参照

しにくい。市民が参照しやすいように、当

該情報へのリンク先をホームページ上に

記載している自治体もある。保育所の情報

とあわせて、市民が広く目にする機会を増

やせるよう、越谷市のホームページに独立

行政法人福祉医療機構による社会福祉法

人の計算書類等の公表ページへのリンク

を掲載することが望ましい。 

 指摘の趣旨を踏まえ、越谷市ホー

ムページに独立行政法人福祉医療機

構の関連ページへのリンクを掲載し

ました。 

改善済
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No 頁 記載箇所 項目 内容 措置の内容 
措置 

状況 

28 P167 （2）③ 指導監

査結果の公表 

【意見 18】 

指導監査結果

と改善状況に

係る情報の継

続開示と内容

の充実 

指導監査の結果と指導内容については、

保育所を利用している保護者にとっても、

保育所を運営する法人にとっても関心の

高い情報と思われる。ある保育所の指導監

査で指摘された事項は、他の保育所でも起

こる可能性があり、その改善状況は他の保

育所にとっても事業の改善に役立てるた

めの有用な情報と考えられる。越谷市で

は、平成 29 年度の集団指導について、主

な指摘事項として公表された後、平成 30

年度は開示されていない。市内の保育環境

の改善に役立つ指摘事項や指導内容につ

いては積極的に開示することが望まれる。

指導監査結果と指導内容に関する情報開

示を継続するとともに、内容を一層充実さ

せるべきである。 

 「平成 30 年度 特定教育・保育施

設、特定地域型保育事業 実地指導

主な指導事項」を越谷市ホームペー

ジに掲載しました。 

改善済


